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品川区は、区民ニーズにきめ細かく対応した業務の遂行、健全財政の維持、地方分権

後の基礎的自治体として効率的・効果的な行政運営を進めていくために、行財政改革の

手法の一つとして「区政総合業績評価制度」の構築に取り組んできました。 

区政総合業績評価制度の根幹をなす、「事務事業評価」は、区政の執行単位である事

務事業を基本単位に、成果やコストの動きを見ながら共通の評価基準に基づいて、区の

全ての事業の点検を行うもので、平成１３年度から１７年度まで毎年度、全事務事業を

対象に評価を実施してきました。 

 

平成１８年度は、平成１３年度から実施してきた事務事業評価について５年が経過し、

一定の成果をあげるとともに、評価のしくみ・運用について課題も出てきたため、５年

間の評価実施後の事務事業の改善状況をまとめるとともに、現行の事務事業評価制度の

成果および課題について、総括いたしました。 

 

今後は、これまでの取り組みを踏まえ、ＰＤＣＡサイクル【PLAN（計画・予算）－

DO（事業執行）－CHECK（検証・評価）－ACTION（見直し・改善）】が、さらに機

能する行政評価の仕組みを検討していきます。 

はじめに
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１．事務事業評価のしくみ 
 

◇評価の目的 

◇評価対象 

◇評価方法 

◇基本評価基準・挑戦加点評価基準・総合評価基準 

◇評価結果の活用方法 

 

 
２．５年間の取り組み内容 

 

◇評価の実施経緯 

◇各年度の評価実施状況 

◇各年度の主な評価結果 

◇「見直し」、「廃止・中止」と評価された事業の 

現時点における改善状況のまとめ 
 
 

３．成果と課題 
 

◇事務事業評価制度の目的からみた総括 

◇事務事業評価制度のしくみと特徴点からみた総括 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ．事務事業評価 ～５年間の取り組みと成果・課題～ 
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 事務事業評価は、行政評価制度のうち、区政の執行単位である予算事務事業を基本単

位として、執行機関が自らいくつかの視点から評価を行い、今後の実施方針や見直し方

向を定めたり、あるいは実施するかどうかを判断したりするために行うものです。 
品川区の事務事業評価の体系は、以下のようになっています。 

 
◇評価の目的 

・行政と民間の役割分担を明確にする。 
・事務事業の費用対効果を見る。 
・職員の意識改革を図る。 

◇評価対象 
・評価対象は、内部管理業務を含めた全事務事業です。 
◇評価方法 
・評価は、事業を行っている部・課みずからが評価を行った後に、区首脳部が最終的

な判断を下す形で実施されます。 
・事業を行っている部・課の評価では、まず各所管課長の責任のもと自己評価を行い、

これを受け、事業部長が第一次評価を行います。第一次評価では、９つの評価基準

に基づく得点化を行い、さらに、各事業をＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４つのレベルに区分し

ます。 
・これを受け、首脳部によって第二次評価を行います。第二次評価では、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄの区分を最終決定します。第二次評価が最終的な評価となります。 
・なお、第二次評価で出た指示内容については、事業部経営会議で具体的な指示を行

うとともに、企画財政課において、事業執行の方向性や内容について、進行管理等

を行います。 
                        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．事務事業評価のしくみ 

Ⅰ．事務事業評価 ～５年間の取り組みと成果・課題～ 

各課長
（自己評価）

事
業
執
行

実施計画

現場での評価

首脳部による
最終判断

事業評価シートの
追加作成

事業評価シートの
作成

事業評価シートの
審査、確定

予算

事業部長
（一次評価）

区首脳
（二次評価）

総合的視点による
評価のサポート

（企画部、総務部）

＜評価の体制と流れ＞ 
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◇９つの評価基準と総合評価基準 

＜基本評価基準＞ 
 ＜挑戦加点評価基準＞  ＜総合評価基準＞ 

評 価 基 準 
 

評 価 基 準  今後の実施方向 

１ 必要性  １ 独自性・先駆性  Ａ 拡大する事業 

２ 代替性  ２ 効果的・効率的工夫  Ｂ 継続する事業 

３ 経済性・効率性  ３ 環境への影響  Ｃ 見直しする事業 

４ 有効性     Ｄ 廃止・中止する事業 

５ 公平性     ― 完了する事業 

６ 上位計画との整合性       

※評価基準の詳細については「Ⅲ．資料編」を参照してください。 
 
 
◇評価結果の活用方法 

◇事務事業の見直し、実施計画、予算編成等への活用 
◇事業部経営会議における、目標管理、進行管理等への活用 

◇事業部間の連携、及び組織を支える職員の能力開発、政策形成能力向上の共通言語と

して活用 

◇区民等への公表を通じ、対話のツールとして活用 
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平成１８年度は、平成１３年度の事務事業評価の本格実施から５年が経過し、一

定の成果をあげるとともに、評価制度に対する課題も出てきたため、これまで行っ

た評価実施後の改善状況をまとめるとともに、現行の事務事業評価制度の成果およ

び課題について、総括いたしました。 

概要は以下のとおりです。 
 
◇評価の実施経緯 

 
 

◇各年度の評価実施状況 

 

種別 今後の実施方向 
13

年度

14

年度

15

年度

16 

年度 

17 

年度 

Ａ 拡大する事業 29 105 117 123 132

Ｂ 継続する事業 124 385 435 451 437

C 見直しする事業 50 54 62 57 57

D 廃止・中止する事業 9 8 5 9 4

－ 完了する事業 － － － － 5

事業数計 212 552 619 640 635

 
 
 
 
 
 

平成 12 年度 

・行政評価体系構築 

・評価のモデル実施（各部から１課、3 事業を対象にモデル

実施） 

平成 13 年度 ・区が指定する事業を対象に評価を実施 

平成 14～17 年度 ・全事務事業を対象に実施 

平成 18 年度 ・事務事業評価の総括 

２．５年間の取り組み内容 
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◇各年度の主な評価結果 
平成１３年度 
Ａ評価（拡大する事業） 

  インターネットホームページ、保育園給食における調理代行契約、（仮称）品川中

央公園（しながわ中央公園）の整備 
Ｃ評価（見直しする事業） 

  奨学金貸付事業、しながわ水族館の運営 
 Ｄ評価（廃止・中止する事業） 
  職員住宅資金融資あっ旋 
 
平成１４年度 

Ａ評価（拡大する事業） 
  企業活力づくり支援事業、図書館インターネットの導入、子育て支援センター事業 

Ｃ評価（見直しする事業） 
  平塚橋会館運営、衛生検査業務、街路灯維持管理 
 Ｄ評価（廃止・中止する事業） 
  ヘルストレーニング室運営（東品川文化センター） 
 
平成１５年度 

Ａ評価（拡大する事業） 
  生活安全推進事業、産業観光情報ネットワーク化事業、屋外広告物取締事務 

Ｃ評価（見直しする事業） 
  電話交換業務、図書館運営 
 Ｄ評価（廃止・中止する事業） 
  学童保育事業 
 
平成１６年度 

Ａ評価（拡大する事業） 
  近隣セキュリティシステム、震災時における事業所の地域協力、小中一貫校の開設 

Ｃ評価（見直しする事業） 
  公園・児童遊園の維持管理、給食室の維持運営 
 Ｄ評価（廃止・中止する事業） 
  訪問歯科診療事業 
 
平成１７年度 

Ａ評価（拡大する事業） 
  福祉人材の育成、精神障害者のための地域生活支援センターの充実、学校図書館の

整備・拡充 
Ｃ評価（見直しする事業） 

  リサイクルショップの運営、ふれあいデイホーム、土木事務所等の維持管理 
 Ｄ評価（廃止・中止する事業） 
  布団乾燥事業 
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◇「見直し」、「廃止・中止」と評価された事業の現時点における改善状況のまとめ 

 
下記に該当する事業について改善状況を取りまとめました。 
（１）平成１３年度からの各評価年度でＣ評価およびＤ評価となった事業 
（２）平成１７年度評価においてＡ評価またはＢ評価であったもので、今年度の検

討において、「見直し」または「廃止・中止」と評価する事業 
 

＜該当事業数および主な事業＞ 

 

 

 
該当事業数 主な事業 

企画部  7 
区民相談（専門相談）、電子計算組織運

営 

総務部 １３ 電話交換業務、職員住宅資金融資あっ旋

区民生活事業部 ２４ 奨学金貸付事業、平塚橋会館運営 

児童保健事業部 １８ 学童保育事業、衛生検査業務 

福祉高齢事業部 １４ ふれあいデイホーム、訪問歯科診療事業

環境清掃事業部 １４ 
リサイクルショップの運営、粗大ごみの

収集 

まちづくり事業部 ３２ 
しながわ水族館の運営、街路灯維持管

理、土木事務所の維持管理 

収入役室  2 備品管理事務、審査出納事務 

教育委員会事務局 ４１ 図書館運営、給食室の維持運営 

監査委員事務局  0  

選挙管理委員会事務局  １ 常時啓発（ポスターコンクール） 

区議会事務局  ０  

合 計 １６６  

※各評価年度でＣ評価およびＤ評価の事業について、同一事業が重複している場合を除く。   
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＜改善状況の分類＞ 

改善状況の内容 該当事業数 比率 

廃止・中止したもの ２3 13.9%

他の事務事業と統合したもの ９ 5.4%

執行方法を変更したもの ７２ 43.4%

見直しを継続しているもの ６２ 37.3%

合計 １６６ 100.0%

 
（１）廃止・中止した主な事業 

職員住宅資金融資あっ旋、布団乾燥事業、土木事務所の維持管理 

 

（２）他の事務事業と統合した主な事業 

 区民相談（専門相談）、私道整備事業 

 

（３）執行方法を変更した主な事業 

  成人式、区有施設営繕業務、総合区民会館運営、区民保養所運営、児童センターの運営、

ふれあいデイホームの運営、心身障害者福祉開館の運営、粗大ごみの収集、リサイクルシ

ョップの運営、しながわ水族館の運営、公園・児童遊園維持管理、体育館運営、図書館運

営、 

 

  

 

 



 
 
 

10

  
 平成１７年度で５年が経過し、区の全事務事業の評価について一定の到達点に達した

との考えから、５年間行ってきた事務事業評価についての成果と今後より良い評価を実

施して行くための課題について、自己評価者（課長）、第一次評価者（事業部長）の意

見も踏まえ、以下のとおりまとめました。 

 

◇事務事業評価制度の目的から見た総括 

 

(1)行政と民間の役割分担を明確にする。 

 成果 

 ○行政と民間の役割分担については、評価結果をもとに民間委託を導入するなど、

一定の精査ができた。 

・行政と民間の役割分担のあり方は、時代とともに変化している。事務事業の執

行方法を見直すための契機となった。 

・これまで行政が果たすべき領域が多かった分野に、区民のＱＯＬ（Quality Of 

Life）指向による民間の参入機会の高まりなど、外部環境の変化をいかに適切に

把握し、今後の事務事業に活かしていくかというツールとして効果があった。 

・行政の役割を限定する方向性が、廃止・縮小すべき事業については上手く機能

する仕組みである。 

・事務事業の代替性の評価は、民間等への委託を検討する契機となる。 

課題 

 ○これまで行政が直接担うことが当然と考えられてきたものや、行政と民間の役割

分担の基準が明確でないものについては、行政が行うことの必要性や根拠、事業の

目標などをさらに分析・検討を進める必要がある。 

  ・行政と民間の役割分担について、本来区がやるべきかどうかを考えられる仕掛

けや「民間にまかせられない理由は何か」といったより踏み込んだ評価基準の検

討が必要。 

  ・できるだけ民間開放の可能性を追及すべきであり、その際には現行サービスの

質・量の維持、また向上のための方策を検討する必要がある。 

  ・民間に委ねた事業の場合、経費削減効果のみでなく、本来の目的であるサービ

ス水準の維持・向上を図るためには、民間事業者に対する正しい評価方法を確立

する必要がある。 

・民間活用に対する行政側としては、職員の資質および職務能力の向上が求めら

れる。 

・行政は民間委託事業者を指導する立場であるという自覚が必要。 

  ・行政の役割の質的変化を議論をするプロセスが必要である。 

 

 

 

成果と課題 
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(2)事務事業の費用対効果を見る。 

成果 

○直接的な事業費のみではなく、人件費や減価償却費等の間接経費を含めて費用

（トータルコスト）を捉えたことにより、職員のコスト意識の向上や、費用対効果

を図るうえで、一定の成果が得られた。 

・効果の薄い事業については、当該事業の見直し・縮小・休廃止、他の事業への

切替え等の改善を行うことができた。また、無駄を省く努力が徹底されるように

なった。 

・常に事業における費用対効果をチェックできることから、職員のコスト意識の

向上、マンネリズムの打破が図れた。 

・人・物、それぞれにかかるコストを明確化することにより、コスト意識の向上

が図られた。 

・活動実績あたりの費用が数値化されることにより、職員のコスト意識が生まれ

た。 

課題 

○トータルコストの把握とサービス効果については、定量化が難しいものもあり、

数値化の限界を踏まえた対応も求められる。 

・成果指標が設定しにくい事業が多いため､費用と効果の関係を明確にすること

が困難であった。 

・費用を簡単に把握する方法はないか。 

・事業ごとのコスト分析の精度を上げる必要がある。 

○事業規模の相当小さいものから、いくつもの事業が包含されるものまで多様であ

り、費用対効果を見るうえで適切な規模となるよう事業の整理統合が必要。 

○活動実績あたりの費用の経年の動向は把握できるものの、このことを基に具体的

な取り組みまでには至っていない。 

 

(3)職員の意識改革を図る。 

 成果 

  ○行政と民間との役割分担や費用対効果の視点で、自分の仕事を考える機会を通し

て、職員の意識が変化した。 

○共通の基準によって評価を実施することにより、事業に対する検証という面で、

職員の意識改革を図ることができた。 

   ・限られた予算内で、サービスを受ける区民の満足度が最大になるよう、毎年工

夫しながら効率的に取り組むという意識は、確実に職員の中に浸透してきている。 

   ・職員の事務事業に対する評価に主観性が排除され、意識改革に役立った。 

   ・職員自らが、事務事業ごとに再度見直す良い契機となった。 

   ・新たなニーズに人員と予算をシフトしていくという意識がかなりの職員に定着

した。 
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・事業を見直す中で、前例踏襲型の行政運営を見直す必要性を見出し、さらに、

新たな視点、施策へのアイディアが求められていると意識することにつながる。 

   ・事務事業評価を契機に新たな効果的手法の採用というチャレンジを通して職員

の意識改革は、一定進んだといえる。 

課題 

  ○評価に関わる職員については、一定の意識改革の成果が見られ、常に事業見直し

の視点を持つようになったが、全体での評価の共有化が課題である。 

   

◎全般的に 

  成果 

○民間活用の有効性が、費用対効果の面からも鮮明になり、委託導入が進んだと同

時に行政側の役割を担う職員の意識にも変化が見られるようになった。 

○事務事業の評価は、事業の費用対効果を含む現状を把握し、業務改善への動機付

けと意識改革を促す上で一定の役割を果たした。 

○事務事業を評価目的の三項目の視点から改めて評価することにより、事業廃止、

組織分掌の改正を含めた改善へとつなげることができた。 

課題 

  ○毎年評価することでマンネリ化し、新鮮な目で評価することが困難になってきた。 

・評価作業が煩雑すぎるため、数値の選び方、指標の的確さなどを見直すことな

く、前年と同じ数値をそのまま使用する傾向があった。 

・毎年度実施することで、評価することが目的化してしまった印象がある。 

  ○事業によっては、この評価手法に馴染まないものがある。 

・事業を選別し、評価対象事業を絞り込む方法もあるのではないか。 

  ○事業評価を見直すことと合わせ、新規立案も含めた積極的提案がされる仕組みが

望まれる。 

・個々の事務事業が、施策全体の成果を高めることにつながる手法（しくみ）が

求められる。 

   ・評価の結果をより積極的に事務改善に結び付けていく仕組みづくりが必要。 

  ○評価プロセスで詳細な議論が必要な事柄について、時間設定に余裕が欲しい。 

○新しい手法（例えば、市場化テスト等民間委託推進の方法）についても、積極的

に学ぶ姿勢をもたせるなどの努力も必要である。 
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◇事務事業評価のしくみと特徴点から見た総括 

 

 (1)計画のローリングや予算編成への活用 

  成果 

  ○計画のローリング作業と評価を一体に行うことで、予算編成への活用を図ること

ができた。 

・トータルコスト等の事業の推移を把握し、計画の見直しや必要な事業にシフト

する等、予算編成の際の意思決定に活用できた。 

・毎年の予算編成に先立って、全ての事業を見直すべきかどうかを考える機会に

なった。 

課題 

  ○評価結果を次年度の予算編成にリンクさせているが、見直し後のその事業の状況

変化についても、さらにチェックできるようなしくみも検討すべきである。 

○単なる経常業務の縮小に終わらせず、事務事業の企画・計画作業のプロセスとし

て拡充すべき。 

○施策への事業効果に対する、事業間における相対評価のあり方等については、引

き続き検討が必要である。 

 

 (2)成果（アウトカム）による評価 

  成果 

  ○目標値を設定し、それに対する目標達成率、事業に要するコストの把握など、現

行事業の全体像を浮き彫りにさせる仕組みは、事業を見直す上で有効である。 

  ○アウトカムを数値的に把握する手法は、目に見える目標として有効である。 

  課題 

  ○アウトカム評価は大変重要だが、事務事業によっては、数値化できる成果指標の

設定が困難なものもあった。 

・民間における事業の成果である「売上げ」や「利益」と異なり、事業の実施効

果を測る指標の設定に困難な面がある。 

・活動指標と併せた評価の検討を行う必要がある。 

○アウトカムによる評価は、個別事務事業評価というより、政策評価に関わるので

はないか。 

  ○指標設定とその見直し・再設定も意識的に行う必要がある。 

  ○適切なアウトカム指標を設定することについて専門的な援助が必要と思われる。 
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 (3)評価基準の設定（基本、挑戦加点、総合） 

  成果 

  ○基本的な評価基準のほかに、挑戦加点評価により、事業実施の姿勢として、先駆

性等の評価が可能となった。 

   ・「先駆性・独自性」、「効果的・効率的工夫」、「環境への影響」という挑戦加点

を加えたことによって、事業改善への職員の動機付けを高めた。 

   ・インセンティブを誘導する仕組みは、組織の活性化につながる。 

  課題 

○評価基準の項目が多く、全てに合致しない場合もあり、的確な評価基準の設定を

検討する必要がある。 

 

 (4)三層の評価方式（自己（課長）、一次（事業部長）、二次（首脳部）） 

  成果 

○段階的な評価手法を取り入れることにより、バランスのとれた評価が可能となり、

区としての重点事業の方向性を示すことができた。 

・職層ごとの評価は、責任の段階ごとにそれに応じた異なった視点からのもので、

職員の啓発に役立った。 

課題 

○三層の段階的な評価は必要であるが、ポイントを絞るためには係長による評価を

行ってもよいのではないか。 

  

(5)トータルコスト評価 

  成果 

○事業にかかる直接的経費のみを費用対効果の対象としがちであったが、人件費や

事務費、減価償却費を加えたトータルコスト評価とすることで、事業全体にかかる

費用が明確となり、また、経年のコスト変化を把握することができた。 

○トータルコスト評価によって、事業委託化の可否の検証等に役立った。 

・トータルコスト測定等により、今後とも必要な事業であるが人件費比率の高い

事業の効率化や民間活力導入等の必要性が把握された。 

課題 

○企業会計的なトータルコストの把握にはさらに検討が必要。 

・公会計制度の改革が進めば、官民比較がより明らかになると思うが、現時点で

は難しい。 

○トータルコストの算定方法等、簡潔で分かりやすい方法を検討する必要がある。 
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 ◎全般的に 

  成果 

  ○全ての事業を対象としたこと、三層の評価体制としたこと、トータルコスト評価

としたことの三点はいずれもスクラップアンドビルドを徹底する意義はあった。 

  ○トータルコストの評価、評価基準の設定により、事業に要したコストの把握、事

業の効率性、有効性、代替性等が客観的に把握され、拡大する事業と見直しする事

業が明確となり、事務改善の検討に効果があった。 

  ○事業のコストや成果を数値把握しようとする取り組みの過程から、事業を見直す

視点を再認識することに役立った。 

  ○現状や課題を組織的に共有化することができた。 

  課題 

○評価事務作業が膨大・煩雑過ぎて、初年度こそ新鮮であったが、次第に前例踏襲

型になってしまった。 

   ・改善・見直しすべき事業のみ絞って検討をすべきではないか。 

   ・帳票を作るだけで多くの労力を要した。入力項目を簡易にすることにより、事

業内容や実施方法を検討する機会を増やし、事務事業評価の結果を事業展開に反

映しやすいような仕組みにする必要があるのではないか。 

  ○目標達成をどのように明らかにするか、事業によっては、利用者（区民）満足度

との関係も含め、さらに検討する必要がある。 
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◇「見直し」、「廃止・中止」と評価された事業の 

現時点における改善状況一覧 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ．事務事業評価後の事業の改善状況（一覧） 
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◇「見直し」、「廃止・中止」と評価された事業の現時点における改善状況一覧 

 
下記に該当する事業について改善状況を取りまとめました。 
（１）平成１３年度からの各評価年度でＣ評価およびＤ評価となった事業 
（２）平成１７年度評価においてＡ評価またはＢ評価であったもので、今年度の検

討において、「見直し」または「廃止・中止」と評価する事業 
 
改善状況一覧の見方 
 
・評価年度 

事業に対し、評価を実施した年度を記載しています。 
・担当課 

該当事業の現在の所管課を記載しています。 
 
・ 改善状況区分 

区分 評価の内容 

廃止中止 廃止・中止したもの 

事業統合 他の事務事業と統合したもの 

方法変更 執行方法を変更したもの 

見直継続 見直しを継続しているもの 

 
・評価後の改善状況 

各年度において評価した後に、どのような改善等を実施したかを記載しています。 
 
・ 改善実施時期 
   改善等の実施を行った時期を表しています。 
 
 

Ⅱ．事務事業評価後の事業の改善状況（一覧） 



事務事業評価後の事業の改善状況一覧

No
評価
年度

事   業   名
称

担当課 区分 評価後の改善内容 改善実施時期

1 13年度
乾式複写機使用
に係る再生紙の
購入

企画財政課 方法変更

企画財政課による一括購入から、コ
ピー機を管理している各課で購入する
ことに改め、各課において使用量を抑
制し、必要最小限の購入するように努
めた。

平成１４年度から

2 17年度
区政総合業績評
価制度

企画財政課 見直継続

　政策評価については、政策評価のあ
り方、外部評価委員の役割について外
部評価委員会で検討し、取りまとめ
る。事務事業評価については、改善状
況のまとめおよびシステムの成果と課
題をまとめ、自己点検の手法について
見直しを検討する。

政策評価：
　外部評価委員会か
ら区長へ答申（平成
19年1月）
事務事業評価：
　事務事業評価のま
とめの公表（平成19
年3月）

3 13年度
統合ポスター掲
出

広報広聴課 方法変更

ポスターのデザインを改善、お知らせ
内容にもメッセージ性を強め、ポス
ターの強みを活かした広報媒体となる
ようにした。

平成１６年４月から

4 13年度
区民相談 (高齢
者職業相談）

広報広聴課 事業統合
高齢者職業相談　平成１４年９月３０
日廃止し、新就業システムへ移行

平成１４年１０月１
日から

5 13年度
区民相談(年金･
労務相談）

広報広聴課 事業統合 一般区民相談に吸収した。
平成１４年度から廃
止

6 13年度
区民相談(法律
相談）

広報広聴課 方法変更

各々の相談と専門性を発揮できるよう
受付の段階で振り分けに配慮するとと
もに、一般区民相談を入り口としなが
ら必要に応じて、より専門的な相談に
つなげる運用も行うようにした。

平成１４年度から

7 14年度
電子計算組織運
営

情報システム
課

見直継続

平成18年度中に再構築の開発を完了
し、アウトソーシングによる運用を開
始する。委託にあたっては、契約仕様
にＳＬＡを定めサービスレベルを確保
する。また、セキュリティについて
は、情報システム運用委託安全管理対
策基準を策定済であり、これに基づい
てセキュリティ確保を行う。

平成１６年度から

8 13年度 青少年広島の旅 総務課 方法変更

　名称を「品川区平和使節派遣」に変
更した。応募人員の減少傾向にあった
広島派遣は、区立中学校２年生（各校
１名）の選出方式に改めた。一方、長
崎への派遣を新設し、人数を５名に絞
込んだ上で公募により青少年全般を対
象とした。両派遣事業とも、対象人数
拡大等のレベルアップが図れた。

平成１５年度から
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事務事業評価後の事業の改善状況一覧

No
評価
年度

事   業   名
称

担当課 区分 評価後の改善内容 改善実施時期

9 13年度
国際友好都市交
流事業

総務課 方法変更

　品川区国際友好協会主体の事業であ
る、日本語・生け花・お国自慢料理の
各教室（講座）に対する区の補助金の
補助割合を１０割補助から５割補助に
見直し、経費の削減に努めた。

平成１４年度から

10 13年度 成人式 総務課 方法変更

　式全般の内容を３時間から２時間に
簡素化した。式典の次第を１つ削減し
た他、職員による国保・選挙等のPR
ブースの設置を取り止めた。加えて、
イベントホールでの企画および進行に
ついては成人式実行委員に一任し、よ
り新成人が参加しやすくなるよう工夫
を行った。

平成１３年度から

11 14年度 宿日直業務 総務課 方法変更

　正規職員の退職に伴い、宿日直業務
の委託化をすすめ、平成１８年度から
完全委託化が実現した。なお、委託仕
様書の見直しと宿日直業務のマニュア
ル化を行い、従来宿日直で実施してき
たサービスの質の向上を図った。

平成１５年度から

12 13年度
女性問題海外派
遣事業

人権啓発課 廃止中止

　海外派遣に参加した女性達が地域に
戻り、派遣研修の成果を活動を通して
活かすために「ウィメンズカレッジ」
を開設し、広く女性達の社会進出を支
援する事業に転換した。

平成１５年度から廃
止

13 14年度
庁舎内福利厚生
施設の管理運営

人事課 方法変更
　経理課へ管理運営を移し、会議室機
能としての有効活用を図った。

平成１５年度から

14 13年度 職員住宅管理 人事課 方法変更

　平成１７年度までに４つの職員寮を
廃止した。残る７寮については防災対
策の役割を持つ職員の福利厚生施設と
して高い入居率を維持している。

平成１６年度から

15 14年度
職員への被服貸
与

人事課 見直継続

　事務服等の貸与を中止するととも
に、貸与被服の着用状況を調査し、定
期貸与から破損時貸与とする等、有効
活用を図った。

平成１７年度から

16 13年度
職員住宅資金融
資あっ旋事務

人事課 廃止中止
新規のあっ旋は休止し、既貸付終了時
まで利子補給を継続する。

平成１４年度から

17 15年度
区有施設営繕業
務

経理課 方法変更

　効率的に業務を進めるため、中・小
規模改修工事について、直営による設
計・監理業務体制を見直し、包括的年
間委託によることとした。

平成１６年度から
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事務事業評価後の事業の改善状況一覧

No
評価
年度

事   業   名
称

担当課 区分 評価後の改善内容 改善実施時期

18 13年度 電話交換業務 経理課 見直継続

　一部民間委託の導入により、電話交
換業務のサービス全体の底上げにつな
がっていることから、今後も退職補充
せず、委託拡大を図っていく。

平成１６年度から

19 14年度
庁有自動車運行
維持管理

経理課 見直継続
　庁有車保有台数の削減や代替運行方
法等の検討を進め、より効率的な執行
に努めていく。

平成１５年度から

20 14年度
区有施設間の
メール運行管理

経理課 見直継続

　１７年度から完全委託化を行ったこ
とにより、学校のセキュリティ強化の
影響で延びた配送時間を、経路の見直
しにより解決するなど迅速かつ柔軟な
対応が可能となった。引き続き委託を
継続し、効果的・効率的なメール運行
管理を行っていく。

平成１７年度から

21 13年度
(財）品川文化
振興事業団に対
する助成

区民課 方法変更

平成15年当時の経済状況および西大
井地区の古いビル賃貸借料の低下もあ
り、都市整備公社にその減額の検討を
依頼、その結果１０％の家賃値下げと
なった｡

平成１５年４月

22 15年度
総合区民会館運
営

区民課 方法変更

区民サービスの向上や経費の節減等を
図るため、指定管理者制度を導入し、
財）品川文化振興事業団を指定管理者
として会館運営を委託した。

平成１８年４月から

23 15年度
臨海部広域斎場
建設

区民課 見直継続
管理運営費については利用実績により
按分した負担率で算出の方向で検討
中。

24 14年度
水と緑の市町村
との交流事業
（山北）

区民課 見直継続
ひだまりの里を中心として効率的効果
的な事業展開を行っていく。

平成１７年度から

25 14年度
「品川区の統
計」作成

区民課 方法変更
データベース版を構築し、インター
ネットで公開できるよう取り組んでい
る。

平成１７年度から

26 16年度 品川荘運営 区民課 見直継続
直営保養所全体のあり方と効率的な施
設運営について検討中。
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事務事業評価後の事業の改善状況一覧

No
評価
年度

事   業   名
称

担当課 区分 評価後の改善内容 改善実施時期

27 13年度
区民保養所（暖
景苑）運営

区民課 方法変更 民間施設の借上げ等を含めて検討中。
暖景苑は平成１９年
３月３１日で廃止す
る。

28 13年度 箱根荘運営 区民課 見直継続
直営保養所全体のあり方と効率的な施
設運営について検討中。

29 13年度 奨学金貸付事業 区民課 見直継続
催告を強化し、奨励金等のＰＲを行
い、また、債権回収委託を導入して、
収納率の向上に努めている。

平成１４年４月から

30 15年度
地域センター管
理運営

地域活動課 見直継続

平成12年の出張所改革以降、6年が経
過し､地域センターでは､行政事務から
地域事務重視へとシフトしてきてい
る。今後､団塊の世代の地域回帰に伴
う受け皿作りをはじめ､ふれあいサ
ポート活動の活性化に向けての誘導策
を含めた具体的な取組みを引き続き検
討していく。

平成１５年度から

31 14年度 平塚橋会館運営

区民課
平成15年度
～
地域活動課

方法変更

平成10年に平塚橋会館がオープンし
て8年が経過した。平成17年に平塚橋
会館の一部廃止転用工事を行ない、平
塚橋シルバーセンターが開設した。さ
らに会館の利用率の向上を図ってい
く。

平成１５年度から

32 15年度
住民基本台帳事
務(地域セン
ター）

地域活動課 見直継続

平成12年の出張所改革以降、6年が経
過し､地域センターでは、行政事務か
ら地域事務重視へとシフトしてきてい
る。今後、区民ニーズに合わせた効率
的な執行方法の検討が必要となってく
る。

平成１５年度から

33 14年度 消火器整備 防災課 方法変更
延焼危険度の高い地域へのシフトする
よう努め、区による設置本数の増をな
くした。

平成１７年度から

34 13年度
勤労者生活資金
融資あっ旋

産業振興課 廃止中止

　東京都の同種事業との重複、民間小
口融資事業の充実等により利用者が減
少し、事業ニーズが低下したため廃止
する。

平成１４年度から
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事務事業評価後の事業の改善状況一覧

No
評価
年度

事   業   名
称

担当課 区分 評価後の改善内容 改善実施時期

35 13年度
優良商工業従業
員表彰

産業振興課 廃止中止

　社会経済情勢の変遷に伴ない雇用形
態が変化し、中小企業支援策としての
事業効果が希薄化しているため休止す
る。

平成１５年度から

36 14年度
内職相談および
あっ旋事業

産業振興課 方法変更
　産業ニュースに求人案内を定期的に
掲載し、内職希望者へのあっ旋情報を
充実していく。

平成１５年度から

37 14年度
人づくり・産学
交流支援事業

産業振興課 事業統合
　再編した都立高専と包括的な産学連
携に関する研究委託契約を締結し、区
内中小製造業の産学連携を推進する。

平成１８年度から

38 16年度 産業振興懇談会 産業振興課 方法変更

　区内産業界との情報交換を通して区
内商工業の実情を把握し、今後の産業
振興施策の企画・立案に役立ててい
く。

39 14年度
工場等集団化・
共同化事業

産業振興課 見直継続
　広町一丁目賃貸型工場アパートは、
維持管理について見直すとともに、中
長期的に施設の活用方法を検討する。

40 17年度
共通商品券普及
促進事業

産業振興課 廃止中止

　一定の成果を得ることができたた
め、平成17年度にて当事業を休止
し、平成18年度は、商店街連合会と
連携した新たな事業を展開し商店街全
体の活性化を図る。

平成１８年度から

41 14年度
勤労者福利厚生
事業

産業振興課 方法変更

　センターまつりを見直し、環境課主
催のECOフェステバルと同時開催する
方向で検討する。これによれば相乗効
果が図れ、より効率的・効果的な事業
執行が期待できる。

平成１９年度から
（予定）

42 16年度
戸籍事務　①戸
籍届出事務

戸籍住民課 見直継続 効率的な事務処理を行っている。 平成１６年度から

43 15年度
住民基本台帳事
務(戸籍）

戸籍住民課 見直継続
住民情報システムの再構築を進めると
ともに、引き続き地域センターとの役
割分担を検討していく。

44 13年度
国民年金事務運
営

国保年金課 方法変更

保険料の収納事務は国が行うこととな
り、受付事務の円滑化等を目指してシ
ステム開発を実施し、区が担う法定受
託事務の効率的な執行に務めている。

平成１４年度から
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担当課 区分 評価後の改善内容 改善実施時期

45 13年度
衛生害虫等の駆
除対策及び大井
競馬場周辺消毒

健康課 見直継続
衛生害虫等の駆除対策は継続するが、
競馬場周辺消毒事業は、引き続き実施
方法を見直す。

46 14年度 衛生検査業務 健康課 見直継続
平成16年度の検査業務縮小にともな
う、大幅人員削減を行い、現在検証中
である。

平成１６年度から

47 16年度
母子栄養摂取援
助

健康課 見直継続
母子の健全育成支援のための他施策と
の統合の可能性を引き続き総合的に検
討する。

48 17年度
区民健康診査の
充実

健康課 見直継続
生活習慣病の予防および介護予防のた
めに効果的、効率的な実施方法を引き
続き検討する。

49 15年度
児童センターの
運営

児童課 方法変更

学童保育クラブ事業を代表として小学
生低学年を中心とした事業展開であっ
たが、今後の児童センターの方向性を
検討し、取りまとめた。この検討結果
により、在宅子育て支援および中高生
活動支援を重点事業とし、計画的に親
子サロンおよびティーンズプラザの整
備を進めてきた。

平成１５年度から

50 13年度
児童育成手当給
付金

児童課 見直継続

都の制度改革の動向、国の児童扶養手
当減額措置検討の動向を見ながら、他
施策との整合性、一般世帯との公平性
など、継続して見直し検討する。

平成１３年度から

51 17年度
ファミリー・サ
タデイ子育て体
験事業

児童課 方法変更

在宅子育て支援の位置付けにより、本
事業は、当初児童課事業となってい
た。保育園で行われている専門性の高
い育児手法を在宅子育て家庭に体験さ
せ、子育ての不安解消を目的としてお
り、申込みや事務手続きの簡素化を図
るため、平成１７年度から保育課事業
とした。

平成１７年度から

52 14年度 学童保育事業 児童課 廃止中止

すまいるスクールが順次開校となった
ため、未開校児童の受皿として従来の
学童保育クラブ事業を実施してきた。
すまいるスクール全校開校を受け、平
成１７年度末で児童課所管の学童保育
クラブは全廃とした。

平成１５年度から
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53 13年度
女性福祉資金貸
付事務

児童課 見直継続

本事業は、母子寡婦福祉法に基づく
「母子福祉資金貸付制度」を補完する
ものであり、女性の経済的自立を促進
するほか、母子福祉資金の資格要件を
超えた者（児童）の救済を目的として
おり、少数件数であるが毎年度確実な
利用があり、引き続き見直し検討中で
ある。

平成１３年度から

54 14年度
保育園における
子育て広場事業
の実施

保育課 方法変更

児童センター、ぷりすくーる西五反田
で実施している子育て広場事業及び保
育園地域交流事業との対象者・内容等
の調整を図りつつ実施している。

55 13年度
認可外保育室助
成

保育課 廃止中止
平成16年4月1日をもって、全保育室
の認証保育所への移行を完了した。

平成１６年度から

56 15年度 公立保育園運営 保育課 方法変更

保育園の施設や保育サービス機能を活
用し、地域の子育て支援のニーズに応
じた事業を検討し実施。
保育園保育料については、平成16年
10月に基準を改定し、国基準保育料
の47％から51％に引き上げ受益者負
担の適正化を図った。

57 16年度
保育園給食にお
ける調理業務代
行契約の推進

保育課 廃止中止

平成16年4月1日をもって、全施設の
調理業務代行導入を完了し、定期的な
立ち入り指導や実習を行いサービスの
維持向上に努めている。

平成１６年度から

58 14年度 健康相談
保健センター
保健サービス
課

方法変更
　受託健診については対象事業所の人
数規模の縮小検討を持続する

平成１８年度中に方
向を出す

59 14年度
生活習慣病への
対応と予防への
支援

保健センター
保健サービス
課

方法変更

メタボリック症候群など生活習慣病予
防としてタイムリーな内容の啓発事業
を実施する。健診結果の活用について
は引き続き検討する。

平成１８年度中に方
向を出す

60 13年度
定期外結核健康
診断予防接種
（業態者健診）

保健所
保健サービス
課

廃止中止
区民健診として進めることとし、廃止
した。

平成１４年度から

61 13年度 神経難病検診
保健所
保健サービス
課

廃止中止
専門医療機関での検診体制が進み、事
業の意義が薄れたことから廃止した。

平成１５年度から
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称

担当課 区分 評価後の改善内容 改善実施時期

62 14年度 妊産婦健康診査
保健センター
保健サービス
課

事業統合
女性の健診の中で実施し、事業を統合
した。

平成１６年度から

63 15年度
訪問歯科診療事
業

高齢福祉課 方法変更
かかりつけ歯科医システムにおける歯
科医師会による事業へ移行し、区は連
絡調整役を果たす。

平成１６年１０月か
ら

64 16年度
訪問介護サービ
ス給付等自己負
担金軽減事業

高齢福祉課 見直継続
 障害者分について、特例措置期限まで
適正に実施していく。

平成１６年度から

65 17年度
訪問介護員養成
研修

高齢福祉課 方法変更 研修実施回数を３回から１回とする。 平成１８年度から

66 13年度 布団乾燥事業 高齢福祉課 廃止中止
住環境が整ったことによる対象者の減
少のため、事業を廃止する。

平成１８年度から

67 16年度

在宅サービスセ
ンターの運営
（ふれあいデイ
ホーム）

高齢福祉課 方法変更

保育園による運営から社会福祉法人へ
の運営委託へ変更することで、利用者
の重度化に対応するとともに、運営経
費の削減を図る。

平成１８年度から

68 13年度
福祉電話貸与・
電話料助成

高齢福祉課 方法変更
電話料助成事業を廃止し、引き続き見
直しを検討する。

平成１６年度から

69 17年度
ひとり暮らし高
齢者等への年賀
状等送付

高齢福祉課 見直継続 暑中見舞いの送付を廃止する。 平成１８年度から

70 14年度
高齢者福祉手当
の支給

高齢福祉課 廃止中止 廃止した。 平成１５年度から

71 16年度
かかりつけ医・
歯科医定着促進
事業

高齢事業課 廃止中止
かかりつけ医・歯科医機能推進事業
（健康課）と統合し廃止した。

平成１６年度末を
もって廃止
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72 13年度
心身障害者通所
訓練事業

障害者福祉課 方法変更
　支援費制度スタートにあわせ、心身
障害者福祉会館のサービス機能の充実
と効率的な運営体制について検討

平成１６年度から指
定管理者制度に移行

73 14年度
24時間巡回型
訪問介護の実施

障害者福祉課 方法変更
　支援費制度スタートにあわせ、見直
しを行った。

平成１５年度から

74 13年度

心身障害者通所
 訓練事業

（心身障害者福
祉会館運営）

障害者福祉課 方法変更
　平成１６年度から指定管理者制度を
導入

平成１６年度から指
定管理者導入

75 15年度
福祉ショップ運
営

障害者福祉課 方法変更

　営業時間を見直し、営業日・営業時
間を設置している店舗と同様の日時・
時間帯に拡大し、運営することとし
た。

平成１６年度から実
施

76 13年度
生活保護世帯に
対する援護事業
（法外）

生活福祉課 見直継続
他区での実施状況の把握に努めつつ、
事業の有効性等について検討を続けて
いる。

77 13年度
エコクリーン事
業助成

環境課 廃止中止 平成１４年度より事業廃止 平成１４年度から

78 14年度
騒音・振動 測
定・対策

環境課 方法変更

騒音・振動測定に基づき改善対策が必
要な場合には、関係機関に対し要請等
を行うため、監視，測定を行う。また
自動車騒音の常時監視測定について
は、平成１５年度より測定委託を行
う。

平成１５年度から

79 15年度
環境計画の策
定・推進

環境課 見直継続

第一、二期の環境活動推進会議を通
じ、委員による環境啓発イベントの企
画運営（ＥＣＯフェスティバル・打ち
水大作戦）やエコプロジェクト活動の
推進（廃油活用プロジェクト・水辺の
活用プロジェクト）を実施あるいは検
討してきた。また、環境リーダーのプ
ラットホーム作りとして、自主的な活
動が環境計画の推進につながるよう継
続的に支援する。

平成１６年度から
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80 15年度
マイバッグ運動
（旧ノーレジ袋
運動）の推進

環境課 見直継続

　事業実施後、区商連と一体となり啓
発や普及拡大に努めてきた。一方、利
用増に伴う経費削減を図るため、17
年7月よりエコスポットのポイント切
り下げ等を行った。また、容器包装リ
サイクル法の改正を踏まえ、レジ袋や
紙袋の使用・過剰包装などの今日の生
活スタイルを見直す運動として、１８
年度よりマイバッグ運動としてより広
い視点で運動を推進する。

平成１７年７月から
エコカードのポイン
ト切下げ
平成１８年４月から
事業名等変更

81 17年度
低公害車専用燃
料スタンドの設
置

環境課 見直継続
需給状況に大きな変化は見られず、当
面推移を見守る。

82 16年度
新たなリサイク
ルシステムの構
築

資源循環推進
課

方法変更

①拠点回収での紙パック・ペットボト
ルの回収を廃止し、ステーション回収
へ一本化。
②リサイクルショップの運営をNPO法
人に補助事業として変更した。

①平成１８年４月か
ら
②平成１７年９月か
ら

83 16年度
粗大ごみ再利用
の促進

資源循環推進
課

方法変更
NPO法人の事業（リサイクルショッ
プ）として実施。

平成１７年９月から

84 15年度
リサイクル活動
推進事業（拠点
回収）

資源循環推進
課

廃止中止
（一部）

紙パック・ペットボトルは、ステー
ションでの回収が定着したため、拠点
でのこの２品目は廃止した。

平成１８年度から

85 16年度
リサイクル
ショップの運営

資源循環推進
課

方法変更
NPO法人による運営を委託事業から補
助事業に変更し、さらなる効率的な運
営に努める。

平成１８年度から

86 17年度
フリーマーケッ
ト支援事業

資源循環推進
課

見直継続
推移を見守りつつ、改善の検討をして
いく。

87 17年度
生ごみの減量・
リサイクルの普
及

資源循環推進
課

方法変更
地中埋込型を廃止し電動式のみに変更
する。

平成１８年度から

88 13年度
収集運搬作業費
〔粗大ごみ収
集）

品川区清掃事
務所

方法変更
品川区粗大ごみの受付センターを開設
し、よりきめ細かなサービスの提供を
はじめた。

平成１４年度から
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89 14年度 粗大ごみ収集
品川区清掃事
務所

見直継続
効果的な収集体制、運営体制について
検討していく。

平成１６年度から

90 14年度 し尿収集
品川区清掃事
務所

方法変更
直営収集から業者委託に切り換え、収
集コストを削減した。

平成１７年度から

91 13年度 路面改良事業 管理工事課 方法変更
平成１６年度より一部の設計業務を民
間委託により実施し業務の効率化を
図っている。

平成１６年度から

92 13年度
屋外広告物取締
事務

管理工事課 方法変更
区民がボランティアとして簡易除却に
参加できる制度「しながわ景観美化
隊」を創設した。

制度検討
平成１４年度から
実施
平成１６年度から

93 13年度 占用事務 管理工事課 方法変更
道路管理システムの活用と併せ、道路
占用システムの改良を行い、適正な占
用料等の徴収を行った。

平成１４年度から

94 13年度
管理工事課運営
事務

管理工事課 方法変更
裏紙利用や両面印刷の励行、余分な印
刷の抑止、庁内ＬＡＮの活用等によ
り、経費の削減に努めた。

平成１４年度から

95 14年度
参加体験型高齢
者交通安全教室

管理工事課 方法変更

区報への記事掲載、シルバーセンター
でのﾎﾟｽﾀｰ掲示・チラシ配付、高年者
懇談会でのＰＲなどにより、広く高齢
者への周知を行った。

平成１５年度から

96 14年度 私道整備事業 管理工事課 事業統合
私道排水施設助成事業（下水道河川
課）と私道整備事業を統合した。

平成１５年４月から

97 16年度
電線類の地中化
促進

管理工事課 見直継続
平成１７年度から電線類地中化も視野
に入れ滝王子通りの避難道路機能強化
策について検討中である。

平成１７年度から

98 14年度
安心歩行エリア
の整備事業

管理工事課 廃止中止
エリア整備の適地がないため、線的整
備はコミュニティ道路整備事業のなか
で対応。

平成１７年度から
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担当課 区分 評価後の改善内容 改善実施時期

99 13年度
道路公園課事業
運営

道路公園課 方法変更
事務の執行体制の見直し等により、庶
務事務の効率化を図り、人員の見直し
および他係との統合を図った。

平成１４年度から

100 14年度 グリーンバンク 道路公園課 事業統合 樹木の保存事業と統合を行った。 平成１５年度から

101 14年度

民有緑地の保全
（緑のある遊び
場維持管理助
成）

道路公園課 廃止中止
みどりの条例に基づく緑化義務の普及
により廃止した。

平成１５年度から

102 14年度 街路灯維持管理 道路公園課 方法変更
民間へ全面委託することで、迅速かつ
効率的に執行している。

平成１５年度から

103 15年度
道路緑化対策事
業

道路公園課 見直継続
日常の管理については区民の協力を求
める手法を検討し適正かつ効率的な管
理に務めていく。

平成１６年度から

104 15年度
みどりの街なみ
推進

道路公園課 事業統合
「みどりと花のボランティア」事業と
統合し、地域の自主的な活動を支援す
る。

平成１６年度から

105 15年度
街路樹の維持管
理

道路公園課 見直継続

日常の維持管理業務については業者へ
の年間委託により適正な管理を図って
いる。低木等、交通上の安全が確保で
きる場所については引き続き住民参加
による維持管理の手法の検討を進めて
いく。

平成１６年度から

106 16年度
しながわ水族館
の運営

道路公園課 方法変更

区民要望の強かった「アザラシ館」の
新設やショースタジアムの観覧席の増
設等、施設の一層の充実により、利用
者へのサービスの向上を図った。

平成１７年度から

107 16年度
しながわ区民公
園維持管理

道路公園課 方法変更
維持作業の直営部門を廃止し、公園の
年間一括管理委託に切替え、効率化を
図った。

平成１７年度から
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108 14年度
河川維持管理
（公共溝渠）

道路公園課 見直継続

公共溝渠としての機能を有している箇
所は引き続き適正な管理を行うととも
に、機能を有していない箇所について
は地先の要望も踏まえ順次払い下げを
進めていく。

平成１８年度から

109 14年度
花と植木の即売
市・園芸講座

道路公園課 見直継続

区民参加による花や盆栽の展示、緑化
指導等を取り入れた事業内容に見直し
を行うとともに他事業との連携につい
て検討している。

平成１８年度から

110 17年度 樹木の保存事業 道路公園課 見直継続
貴重な大木や樹林を保護するため、効
果的、効率的な保存方法について検討
している。

平成１８年度から

111 17年度
みどりの協力
員・みどりの講
座

道路公園課 事業統合
「みどりと花のボランティア」事業と
統合し、講習会を行い緑化技術の向上
と情報交換を行った。

平成１８年度から

112 13年度 街角花壇維持費 道路公園課 見直継続
「みどりと花のボランティア」活動に
よる花壇管理の要望があった場所から
移行する。

平成１８年度から

113 14年度
公園・児童遊園
維持管理

道路公園課 方法変更

維持作業の直営部門を廃止し、大規模
な公園や運動施設の年間管理委託と共
に、清掃、巡回警備、樹木剪定、消毒
等各種作業を全面的に委託に切替え、
効率化を図った。

平成１８年度から

114 17年度
土木事務所等の
維持管理

道路公園課 廃止中止

組織改正に伴い各土木事務所は廃止
し、道路・公園等の日常の維持管理業
務は業者への年間委託により効果、効
率的に実施している。集中豪雨等の緊
急時の対応は建設防災協議会の協力を
求め行っている。

平成１８年度から

115 13年度
防水板設置工事
助成事業

下水道河川課 方法変更

　水害に対する自己責任を明確にする
ため、平成１５年４月１日以降「開発
環境指導要綱」対象の建物および現況
地面より下げて土地利用を行う建物を
助成対象から除外するなどの見直しを
行った。

平成１５年度から

116 14年度
私道排水施設助
成事業

下水道河川課 方法変更

私道については、関連した２つの条例
（「品川区私道整備受託工事に関する
条例」および「品川区私道に設置する
排水設備の助成に関する条例」）が
あったことから２つを、「品川区私道
整備に関する条例」として一体化し、
助成制度から受託工事制度に変更し運
用していくこととした。

平成１５年度から
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117 17年度
細街路拡幅整備
事業

建築課 方法変更

①整備対象道路の見直し を行った。
②整備工事費の見直し ⇒工事費（単
費）を削減し、密集市街地整備促進事
業での補助金を活用する。
③助成費の見直し ⇒公益法人・中小企
業等であっても、分譲販売を目的とし
た場合には対象外とした。また、塀・
擁壁の地表部分の撤去費用も対象外と
した。

平成１８年度から

118 14年度 融資住宅審査 建築課 見直継続

平成17年7月6日に交付された独立行
政法人住宅金融支援機構法に基づき、
平成19年4月1日に住宅金融公庫が廃
止されることに伴い事業を廃止する。

119 13年度
住宅修築資金融
資あっ旋事業

住宅課 方法変更

申込者の要件として、連帯保証人を立
てることが必須であったが、信用保証
機関の保証を受けることを選択できる
ようにした。

平成１６年度から

120 13年度
借上型区民住宅
の維持管理

住宅課 見直継続
オーナーと家賃改定について協議し、
１住宅について家賃を引下げた。他の
オーナーにも引下げ協議を継続中。

平成１７年７月から

121 16年度

安全で快適な住
宅改善への支援
（環境共生住宅
助成）

住宅課 方法変更

助成の条件として、区内の工事施工業
者を利用することが要件であったが、
太陽光および太陽熱利用システムの設
置工事においては、区外の施工業者を
利用することも可能とした。

平成１６年度から

122 17年度
公的住宅ストッ
クの活用

住宅課 見直継続

公的住宅の中でストック活用を検討す
るには、戸数や規模（住宅の広さ等）
の問題があり、十分回転できないと思
われるため、都の住宅政策の動向を見
ながら、新たな住宅政策を検討する。

123 13年度 備品管理事務 収入役室 方法変更

財務会計システムの導入により、学校
を含めた備品データベースが構築さ
れ、保有備品の検索や異動処理が各主
管課で可能となり、備品事務の効率化
が図られた。また、不用品交換会や物
品貸出事業の実施により、有効活用が
充実した。

平成１６年４月から
（物品貸出事業は平
成１７年１２月開
始）

124 14年度 審査出納事務 収入役室 見直継続

用品支出命令、調定（添付書類が４枚
未満のもの）および源泉徴収に関する
振替命令等に電子決裁を導入しペー
パーレス化を推進してきた。今後も適
宜電子決裁を拡大し、ペーパーレス化
を推進する。

平成16年4月の財務
会計システム導入よ
り適宜実施中

32



事務事業評価後の事業の改善状況一覧

No
評価
年度

事   業   名
称
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125 13年度
校長会・教頭会
等集合写真撮影
委託

庶務課 廃止中止 事業を廃止した。 平成１４年度から

126 13年度
幼稚園児の健康
診断等介添謝礼
の支給

庶務課 見直継続
平成14年から小学校併設の園につい
て、介添謝礼を廃止した。

平成１４年度から

127 13年度
教育広報紙の発
行

庶務課 見直継続

平成14年から教育広報紙の発行回数3
回を1回減らす一方で、事業部ホーム
ページの活用により教育の現状や特色
を広く周知している。

平成１４年度から

128 15年度 屋内運動場建設 庶務課 方法変更 平成16年度は実施しない。 平成１６年度から

129 14年度 近隣住民協力員 庶務課 廃止中止 事業を廃止した 平成１６年度から

130 14年度
学校職員被服貸
与

庶務課 方法変更
平成18年度から教諭・事務職員(都)に
対する被服貸与を廃止した。

平成１８年度から

131 14年度
教職員住宅維持
管理

指導課 見直継続

民間委託の検討を行った結果、コスト
面で折り合いがつかなかった。今後
は、施設の耐用年数を勘案しながら借
上げ方式をさぐる。

平成１８年度から

132 15年度 交通指導委託 庶務課 方法変更
児童の通学路の安全確保を強化するた
め、平成18年度から事務内容を交通
指導から通学安全監視に拡充する。

平成１８年度から

133 15年度
学校環境整備事
業（小規模維持
修繕）

庶務課 見直継続
施設の適切な維持管理を進めるととも
に包括委託をさらに活用し、効率的な
執行を図る。

平成１８年度から
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134 14年度
小中学校の夏季
施設事業の支援

学務課 見直継続

中学校においては廃止の方向で検討し
たが、中学校から「プラン２１」の特
色ある教育活動計画の提出を求めたと
ころ、多くの中学校から体験学習のた
め夏季施設授業実施計画が出されたた
め、教育効果を検討していく

平成１５年度から

135 15年度
学校給食施設改
修（ドライシス
テム化）

学務課 方法変更
新たなドライシステム化については、
学校改築の際に整備する。

平成１５年度から

136 15年度
給食室の維持運
営

学務課 方法変更
平成１７年度に３校、平成１８年度に
１０校の調理業務代行の導入を行っ
た。今後全校に導入を図る。

平成１７年度から

137 14年度
給食生ごみのリ
サイクル

学務課 方法変更

老朽化また故障したコンポスト設置校
を生ごみ回収事業へ移行させている
［平成１７年度　３校（原小、八潮北
小、荏原三中）］

平成１７年度から

138 13年度 校医等報酬 学務課 見直継続
小中一貫校における校医のあり方等を
関係機関と検討・調整している

平成１７年度から

139 17年度
学校給食調理業
務代行

学務課 見直継続 業者選定方法等の工夫等を行っている 平成１７年度から

140 13年度

指導資料作成委
員会（生活指導
手引書作成委員
会）

指導課 事業統合

他事業に吸収する方向で対応を検討す
る。平成１２年度は「新教育課程指導
資料」として吸収した。プラン２１教
育改革の推進に伴い、平成１4年度以
降は同和教育・人権推進教育の推進お
よび平和に関する指導資料の作成を推
進する機関として、事業を推進してい
る。

平成１２年度
平成１４年度

141 13年度
各種補助金（品
川区教育会）

指導課 見直継続

適正な補助率に改める。平成１４年度
予算編成時において、補助金の割合を
現行の教育会会費１対補助金２を１対
１に改めた。また、平成１７年度から
は、会費と補助金の内容を明確化し、
補助金の執行残については、区に返還
するよう見直しを行った。

平成１４年度
平成１７年度
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142 14年度
心の教室相談員
の活用調査研究

指導課 廃止中止
平成１５年度から東京都のスクールカ
ウンセラー事業に移行する。

平成１５年度

143 15年度
教育センターの
運営

指導課 見直継続

小学校におけるスクールカウンセラー
の配置により、教育センターの機能も
変化を見せ始めている。平成１７年度
には、更に１名の増員が予定されてい
るため、内容の充実を図っていく。平
成１８年度は更に５名増員し、指導課
に配置したカウンセラー１名を含め、
教育相談の充実に努めていく。

平成１７年度
平成１８年度

144 16年度
学校における教
育情報システム
の構築

学務課 見直継続

平成１７年度には教員に１人１台のパ
ソコンを配置し、学習指導の円滑化を
図るとともに、有効な活用方法を検討
していく。平成１８年度は出退勤シス
テムの開発を進め、品川区職員として
の自覚を促すとともに、勤務状況の明
確化を図る。

平成１７年度
平成１８年度

145 17年度 連合行事 指導課 方法変更

行事の内容や実施方法について検証を
行い、さらに充実させるための見直し
を行う。平成１８年度からは、小中一
貫教育の推進に伴い、小中合同で行事
を実施するとともに、全児童・生徒を
対象としていない状況となった行事の
廃止を行った。

平成１８年度から

146 13年度 自然体験教室 生涯学習課 方法変更

直営事業であったものを、品川区キャ
ンプ協会の人材とノウハウを活用し、
事業目的に即した事業とするため、財
団法人品川区スポーツ協会へ事業委託
して転換を図った。

平成１５年度から

147 13年度
成人教育　区民
大学

生涯学習課 方法変更

平成１４年度に生涯学習課の事業全体
の受講料を見直し、個人的に生活の質
を高める趣味的・教養的な要素が高い
講座については、有料とした。また、
ボランティア養成講座、同和教育、環
境講座など、区の施策上必要と認める
講座については、従来通り無料と位置
づけた。

平成１４年度検討
平成１５年度実施

148 13年度
（財）品川区ス
ポーツ協会助成

生涯学習課 見直継続
区立体育館2館の指定管理者となり組
織の専門性を発揮する。

平成１８年度から
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149 13年度 体育館運営 生涯学習課 方法変更
指定管理者制度を導入し、幅広い区民
ニーズに対応していく。

平成１８年度から

150 13年度
文化センター維
持運営

生涯学習課 見直継続

効率的な管理運営を図るため、南大井
文化センターの職員を引き上げ、東品
川文化センターの館長が兼務すること
とした。

平成１３年度から

151 13年度
附属機関等委員
経費（青少年委
員）

生涯学習課 見直継続

地域に根ざした事業展開を図るため、
委員各自が地域の状況把握を的確にし
た上で、定例会等で情報交換を行い地
域の実情にあった事業執行体制を構築
していく。

平成１５年度から

152 14年度
家庭教育支援事
業(家庭教育幼
児学級)

生涯学習課 見直継続
子育て支援担当部課との調整を行い、
事業重複のないよう、また、役割分担
をして事業展開を図っている。

平成１５年度から

153 14年度
家庭教育支援事
業（ふれあい事
業）

生涯学習課 見直継続
事業区分を見直し、目的を明確化・体
系化して事業展開した。

平成１５年度から

154 14年度

クロスカント
リースキーで行
く、冬の森
ウォッチングツ
アー

生涯学習課 廃止中止
スポーツ協会主催の野外活動事業を実
施していく。

平成1５年度から

155 14年度
「軽井沢レクの
森キャンプ場」
の夏季一般開放

生涯学習課 見直継続
プログラムや広報活動の充実などによ
り利用増に努めている。

平成1５年度から

156 14年度
キャンプ用品の
貸出

生涯学習課 方法変更
有料のテントを除く野外活動用品の貸
出は終了とした。

平成1５年度から

157 14年度
スポーツ交流事
業（山北丹沢湖
マラソン交流）

生涯学習課 見直継続
事業規模を縮小するとともに、委託先
のスポーツ協会の役割を増した。

平成1５年度から

36



事務事業評価後の事業の改善状況一覧

No
評価
年度

事   業   名
称

担当課 区分 評価後の改善内容 改善実施時期

158 15年度

ヘルストレーニ
ング室運営（東
品川文化セン
ター）

生涯学習課 廃止中止
ヘルストレーニング室を廃止し、ニー
ズの高い講習室に改修して利用効率の
向上を図った。

平成１６年度から

159 14年度

地域スポーツ活
 動の支援

（スポーツリー
ダー養成事業）

生涯学習課 見直継続

体育指導委員、スポ・レク推進委員会
や少年少女スポーツ指導者などの指導
者に対し事業を実施し、直接的な効果
が図れるようにした．

平成１６年度から

160 14年度
小学校校庭の遊
び場開放

生涯学習課 見直継続
実施の有無や実施日を含め、各学校の
PTAを中心とした運営委員会が自主性
を発揮できるようにした。

平成１６年度から

161 16年度
地域開放施設の
充実（学校屋内
運動場の整備）

生涯学習課 方法変更
経常事業に位置づけ、整備を行うこと
とした。

平成１７年度から

162 16年度
文化センターの
整備

生涯学習課 見直継続
継続して、まちづくり全体の整備計画
に併せて検討していく。

平成１７年度から

163 15年度
附属機関等委員
経費（社会教育
委員）

生涯学習課 見直継続

生涯学習社会の動向と時代のニーズに
合った調査・研究を進め、また、委員
数を減員するなど効率的な運営方法に
転換した。

平成１７年度から

164 13年度 児童サービス 品川図書館 方法変更

児童サービスボランティアを養成し、
60名を超えるボランティアが、各図
書館で読み聞かせを中心に活動をして
いる。

平成１３年度から

165 15年度 図書館運営 品川図書館 方法変更

平成15年度に設置した「魅力ある図
書館つくり検討会」の中で窓口等の業
務委託導入を決定し、16年度は４館
でのモデル実施、17年度は全館での
実施を行なった。また、10館の図書
館を５ブロック化し効率的・効果的な
運営を図った。

平成１６年度から
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事務事業評価後の事業の改善状況一覧

No
評価
年度

事   業   名
称

担当課 区分 評価後の改善内容 改善実施時期

166 13年度
常時啓発（ポス
ターコンクー
ル）

選挙管理委員
会事務局

方法変更

選挙啓発ポスターコンクールは、国・
都道府県および市区町村とが一体と
なって推進している全国レベルの事業
であること、また将来の有権者を対象
とした数少ない事業であることから、
継続して事業を実施する必要があり、
次のとおり執行方法等を見直した。
1.ポスターのイメージ作りに役立つ募
集チラシの全員配付（小中学校）
2.応募数に見合った入選数への見直し
3.都による事業費の一部負担（参加
賞）

1.平成14年度から
2.平成15年度から
3.平成17年度から
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Ⅲ．資料編 
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 これまでの行財政改革を徹底するとともに、新たな行政課題に的確に対応していくた

め、行政への企業会計手法の導入、行政評価制度、既存システムとの連携を柱とする「区

政総合業績評価制度」を推進しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事務事業評価は、事業部制の導入に合わせ、品川区らしい独自性あふれる事務事業を

効果的・効率的に推進する仕組みとして、政策評価とともに行政評価制度の骨格をなす

ものとして導入したものです。 
 目的 評価対象 評価方式 評価者 

政策評価 
・自治体経営の方針と実績を

明らかにする。 
政策 
施策 

外部評価方式 
外部評価委員 

（学識経験者、公

募区民） 

事務事業評価 

・行政と民間の役割分担を明

確にする。 
・事務事業評価の費用対効果

を見る。 
・職員の意識改革を図る。 

事務事業 内部評価方式 
首脳部 

事業部長 
課長 

 
 

行政評価制度の導入
行政評価制度の導入

政策評価
政策評価

事務事業評価事務事業評価

企業会計手法の導入
企業会計手法の導入

既存システム既存システム

＜導入目 的＞ ＜構 造＞

連動

連動

◇行政が業績に応じて自己

改革する手法（改革エンジ
ン）として活用すること

◇区民・事業者・行政の役割
分担を、社会変化に対応す

るよう見直すこと

◇横断的課題解決型の行政

運営を行うこと

◇成果重視の効果的・効率的

な行政運営を行うこと

◇区民本位の行政運営を行う
こと

連動

行政コスト計算書

バランスシート

制度の体系 

Ⅰ．区政総合業績評価制度 

行政評価制度の導入 
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事務事業評価は、区政の執行単位である事務事業に対して、いくつかの視点から評価

を行い、今後の実施方針や見直し方向を定めたり、あるいは実施するかどうかを判断し

たりするために行うものです。 
品川区の事務事業評価の体系は、以下のようになっています。 

◇評価目的 
・行政と民間の役割分担を明確にする。 
・事務事業の費用対効果を見る。 
・職員の意識改革を図る。 

◇評価対象 
・評価対象は、内部管理業務を含めた全事務事業です。 
 

                    
◇評価方法 
・評価は、事業を行っている部・課みずからが評価を行った後に、区首脳部が最終的

な判断を下す形で実施されます。 
・事業を行っている部・課の評価では、まず各所管課長の責任のもと自己評価を行い、

これを受け、事業部長が第一次評価を行います。第一次評価では、９つの評価基準

に基づく得点化を行い、さらに、各事業をＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４つのレベルに区分し

ます。 
・これを受け、首脳部によって第二次評価を行います。第二次評価では、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄの区分を最終決定します。第二次評価が最終的な評価となります。 
・なお、第二次評価で出た指示内容については、事業部経営会議で具体的な指示を行

うとともに、企画財政課において、事業執行の方向性や内容について、進行管理等

を行います。 
                        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ．事務事業評価の考え方 

事務事業評価の基本的な仕組み 

評価の体制と流れ 

各課長
（自己評価）

事
業
執
行

実施計画

現場での評価

首脳部による
最終判断

事業評価シートの
追加作成

事業評価シートの
作成

事業評価シートの
審査、確定

予算

事業部長
（一次評価）

区首脳
（二次評価）

総合的視点による
評価のサポート

（企画部、総務部）
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＜基本評価基準＞ 

評 価 基 準 概                   要 

１ 必要性 目的の妥当性や行政が担う必要性があるか、また、時代変化に適応し

ているかなどの基準で評価 

２ 代替性 国、都、または民間等との役割分担のあり方からみて、区が実施する

ことが適当か、または、必要性はあっても行政の係わりや、代替手段は

他にないか、さらには、既存の事務事業で代替可能か、現在の所管で実

施することが適当なのかなどの基準で評価 

３ 経済性・効率性 投入された資源量に見合った結果、成果が得られているか、また、最

少の経費で最大の効果を挙げているか、結果、成果からみて費用がかか

り過ぎていないか、さらには、同種の事務事業を実施している自治体や

民間企業と比べて手法は効率が良いかなどの基準で評価 

４ 有効性 当初の目標値の設定が適正か、適正な場合には目標どおりの結果、成

果が達成されているか、また、利用者ニーズに対応しているか、さらに

は、区民に期待される結果、成果が得られているかなどの基準で評価 

５ 公平性 当該事業の便益や負担が公平に配分されているか、また、民間や他自

治体の同種のサービスと比べて不均衡を生じていないか、さらには、サ

ービスの受益者とそれ以外の者とに不均衡が生じていないかなどの基準

で評価 

６ 上位計画との整

合性 

事務事業の目的や結果、成果が、基本構想や長期基本計画などの上位

計画の方向性や考え方に沿った具体的内容となっているか、また、計画

実現に向けての有効な手段となっているかなどの基準で評価 

 

＜挑戦加点評価基準＞ 

評 価 基 準 概                   要 

１ 独自性・先駆性 他の自治体で見られない独自性や先駆性のある事務事業であり、区民

サービスの向上が得られ、他の自治体にアピールするとともに、区外か

らの転入促進をはじめ、品川区の魅力を高める事務事業となっているか

などの基準で加点評価 

２ 効果的・効率的

工夫 

事務事業の性格により、独自性、先駆性が出しづらい定型事務事業等

については、待ち時間の短縮、苦情の減少、徴収率の増加、OA 化の活

用など、効果的・効率的工夫などの基準で加点評価 

３ 環境への影響 環境ＩＳＯにおける「著しい環境側面」のうち環境改善事業もしくは

環境負荷を有効に軽減する事業として特定され、重要かつ有効と認めら

れるかなどの基準で加点評価 

 
 

９つの評価基準 
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＜総合評価基準＞ 

 
 

 

今後の実施方向 「今後の実施方向」の説明 

Ａ 拡大する事業 ・将来への必要度が高い場合 
・今後、重点的に実施すべき場合 
・特色ある政策を展開する場合 

Ｂ 継続する事業 ・ 事業方法等の新たな工夫は要するが、事業水準を維持する場合 

Ｃ 見直しする事業 ・委託化など対外的に事業転換をはっきりさせたほうがよい場合 
・事業執行上の新たな課題に対応する場合 
・事業の大幅な見直しや改善を検討する場合 

Ｄ 廃止・中止する事業 ・ 事業の廃止・中止を原則１年以内（最長３年以内）に行う場合 

― 完了する事業 ・ 計画した事業が完了する場合 
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